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はじめに…

○本⽇お⽰しするのは、計画素案作成の経過途中の案（たたき台）です。

○現在、庁内調整中のため、今後、記載内容の追加、修正、削除することが
あります。

○本⽇いただいた御意⾒を踏まえ、12⽉中旬に「計画素案」を策定し、
県議会厚⽣常任委員会に報告後、パブリックコメントを実施予定です。
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計画素案（たたき台）の構成



第１章 計画策定の経緯 ／ 第２章 計画の基本的な考え⽅

終戦直後の⼥性保護の歴史〜ＤＶ防⽌法の制定〜社会状況の変化〜⼥性⽀援法の成⽴、⼥性⽀援に関する計画を策定するま
での経緯を記載

第２章 計画の基本的な考え⽅

第１章 計画策定の経緯

１ 計画策定の趣旨
・本計画は、困難⼥性等を⽀援するための基本計画として、より実効性のある取組みを推進するため策定するもの

・困難⼥性等を取り巻く現状や、県が取り組むべき事項、⾏政・⺠間団体・関係機関等の役割や連携について明⽰し、⽬指
すべき社会を基本⽬標として掲げ、2028年までの５年間に、県が実施する具体的な施策内容等について記載

２ 計画の性格
・⼥性⽀援法に基づく計画
・ＤＶ防⽌法に基づく計画
・県総合計画を補完する計画
・男⼥共同参画推進プランにおける
ＤＶ被害者⽀援を重点的に実施する計画

・ＳＤＧｓの理念を共有する計画

３ 計画の期間
2024年度から2028年度まで
の５年間

４ 計画に関する評価と公表
数値⽬標を設定し、毎年進捗状況
について、評価、公表する
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第３章 県の現状及び取り組むべき事項
第３章 県の現状及び取り組むべき事項

１ 困難な問題を抱える⼥性の現状
・困難な問題を抱える⼥性当事者に調査を実施した結果を記載

３ ⽀援の状況

（１）⽣活意識・⽣活状況
ア 経済的困窮感
イ 主観的健康観
ウ ストレスと⽣きづらさ
エ メンタルヘルス

（２）⼈間関係の現状
ア 親しく話ができる⼈
イ 不安・悩みの相談相⼿
ウ 相談することについて

の考え

（３）抱える困難の状況
ア 抱える困難の状況
イ 抱える困難の数

（４）困難への対応状況
ア 困難への対応状況
イ 公的な窓⼝の相談・

⽀援を受けていない
理由

ウ 相談・⽀援窓⼝に
望む形態

（５）相談・⽀援について
ア 希望する相談⽅法
イ 困難を解決するために

必要な環境・⽀援
ウ ＤＶ等の解決のために

必要な環境・⽀援
エ 抱える困難や⽀援に

対する要望等

（１）相談⽀援の状況
ア ⼥性相談⽀援員の

配置状況
イ 相談件数の推移
ウ 相談の内容
エ ＤＶ相談の件数

・当事者⽀援に係る本県の⽀援施策の状況を記載

（２）⼀時保護の状況
ア ⼀時保護所⼊所者数
イ 単⾝・⺟⼦の件数
ウ 同伴児・者の状況
エ ⼊所理由
オ 年齢別
カ 外国⼈⼥性の状況
キ 障がいの状況

（３）⾃⽴⽀援の状況
ア ⼥性⾃⽴⽀援施設

への新規⼊所者数
イ ⼊所理由
ウ ⼊所期間
エ 年齢別
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（４）ＤＶ防⽌法に
基づく⽀援状況

ア 保護命令制度
イ 証明書の発⾏

・困難な問題を抱える⼥性を⽀援する市町村等や⺠間団体にヒアリングした結果を記載

２ 困難な問題の状況

（１）ＤＶ
（２）性暴⼒・性搾取
（３）貧困・⽣活困窮
（４）妊娠・出産・中絶等
（５）孤独、孤⽴
（６）障がい



第３章 県の現状及び取り組むべき事項
第３章 県の現状及び取り組むべき事項

４ 重点的に取り組むべき事項

・１〜３の現状を踏まえ、重点的に取り組む事項及び⽀援の考え⽅を記載
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１ 暴⼒の未然防⽌と普及啓発の取組強化

２ 早期発⾒・対応のための体制整備

３ 安⼼して相談できる体制の整備

４ 安⼼安全が守られる保護体制の整備

５ ⾃分らしく暮らすための⾃⽴⽀援の促進

６ 関係機関と連携・協働した⽀援体制の充実



第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

１ 基本⽬標

困難な問題を抱える⼥性等が⾃⽴し、安⼼して⾃分らしく暮らすことができる社会の実現

２ 基本理念

Ⅰ 当事者⽬線に⽴った⽀援
Ⅱ 様々な機関と連携・協働した切れ⽬のない⽀援
Ⅲ ⼈権を尊重し、ジェンダー平等の実現に資する⽀援

３ 対象地域

神奈川県内全域を対象とする
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第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

４ 対象者の考え⽅

困難な問題を抱えた⼥性等

ＤＶ

性暴⼒・性搾取

貧困・⽣活困窮

妊娠・出産・中絶等

・・・ 等様々な困難

・配偶者（事実婚含む）からの暴⼒被害者

・⽣活本拠を共にする交際相⼿（同棲相⼿)からの
暴⼒被害者

トランスジェンダー⼥性に配慮

ＤＶ法”対象”者

ＤＶ法”対象外”者 ・⽣活本拠を共にしない交際相⼿からの暴⼒被害者
(デートDV)

（対象者をセクシャリティで限定しない）
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暴⼒（ＤＶ除く）
・配偶者以外の親族からの暴⼒被害者

性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により⽇常⽣活⼜は
社会⽣活を円滑に営む上で困難な問題を抱える⼥性（そのおそれのある⼥性を含む。）

→法が定義する状況に当てはまる⼥性であれば年齢、障害の有無、国籍等を問わない。

法律上の”対象者”の定義



第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

５ 重点⽬標
取り組むべき事項を踏まえ、重点⽬標を設定

重点⽬標１ 未然防⽌と周知啓発の取組みの強化

重点⽬標２ 早期発⾒・対応のための体制整備

重点⽬標３ 安⼼して相談できる体制の整備 関係機関と連携・協働した⽀援体制の充実重点⽬標６

⾃分らしく暮らすための⾃⽴⽀援の促進

重点⽬標４ 安⼼・安全が守られる保護体制の整備

重点⽬標５
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第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

６ ⽀援の体制

・困難⼥性等への⽀援は、県・市町村の責務であることを明⽰し、関係機関を含めたそれぞれの役割分担を記載

（１）県・市町村の役割分担
（２）⽀援に関わる各機関の役割

ア ⼥性相談⽀援センター
イ ⼥性相談⽀援員
ウ ⼥性⾃⽴⽀援施設
エ 配偶者暴⼒相談⽀援センター
オ 県警察
カ ⺠間⽀援団体
キ その他関係機関

9

（３）各機関の連携体制
ア ３機関（⼥性相談⽀援センター、

⼥性相談⽀援員、⼥性⾃⽴⽀援施設）の連携
イ ⺠間団体との連携
ウ 児童相談所等⼦ども施策との連携
エ その他関係機関との連携

（⽣活困窮、医療、妊婦、就労等）



第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

７ 施策の体系 ／ ８ 具体的な取組み
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第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

７ 施策の体系 ／ ８ 具体的な取組み
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第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

７ 施策の体系 ／ ８ 具体的な取組み
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第４章 計画の内容
第４章 計画の内容

７ 施策の体系 ／ ８ 具体的な取組み
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第５章 推進体制
第５章 推進体制

１ 神奈川県男⼥共同参画審議会

県の附属機関として、男⼥共同参画の推進に関する重要事
項等について、知事の諮問に応じて調査・審議する。
本計画の進捗状況について、毎年評価を⾏う

２ 神奈川県共⽣推進本部

知事を本部⻑とする県庁内の意思決定機関で、困難⼥性等
⽀援策に関わる計画の策定や推進について、総合的な企画
や調整を⾏う

３ かながわ困難⼥性等⽀援調整会議（仮称）
・位置付けは、⼥性⽀援法に基づく⽀援調整会議及び
ＤＶ防⽌法に基づく法定協議会

（１層⽬︓代表者会議）
地域における困難な問題を抱える⼥性の実態や、地域で
活⽤できる資源を把握し、多機関間の連携強化を図ると
ともに地域資源の創出、開発を進めること

（２層⽬︓実務者会議）
⽀援の実施における留意事項を共有し、⽀援に関わる
各機関の役割や責任及び連携の在り⽅を明確化すること

（３層⽬︓個別ケース検討会議）
原則として、本⼈の参画を得た上で、アセスメントを
踏まえた⽀援⽅針の決定等について協議し、本⼈の状況
や意向等に合わせたより良い⽀援の選択肢を提供し本⼈
が選択できるよう、様々な視点から検討し協議すること

役割

会議の構成等の詳細については、検討中

役割

役割

・３層構造の会議体として運⽤することを検討中
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